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1．事務・技術・管理関係職業従事者率

1970年10月1日現在のわが国の就業者5259万人のうち、事務従事者は

732万人（13.9％)、専門的・技術的職業従事者は345万人（6.6％)、管理的

職業従事者は206万人（3.9％）で、この3者を合計した事務・技術・管理

関係職業従事者は1283万人（24.5％）である。

このほか職業大分類別の就業者は、農林・漁業関係職業従事者1009万人

(19.2％)、生産・運輸関係職業従事者1917万人（36.2％)、販売・サービス

関係職業従事者1050万人（20.0％）である。

事務・技術・管理関係職業はおもに都市に集中するので、居住地別統計

でみると従事者率は大都市とその周辺市町村および都道府県庁所在都市な

どで高い。

事務・技術・管理関係職業従事者は、1965～1970年の間に293万人増加

したが、農林漁業関係職業従事者は逆に168万人減少した。

事務・技術・管理関係職業従事者のうち、事務従事者は製造業の22.2％、

卸売・小売業の19.9％をしめ、専門的・技術的職業従業者はサービス業の

75.8％、製造業の11.6％をしめ、管理的職業従事者は製造業の22.2％をしめ

る。

〔凡例と作図の要点〕

職業大分類の11項目のうち事務従事者、専門的・技術的職業従事者、お

よび管理的職業従事者の3項目をとりあげ、これらの合計の全就業者にた

いする比率を、事務・技術・管理関係職業従事者率として表わした。

段階区分は、市町村の出現度数分布を解析し、10％～30％までを5％き

ざみに、そのほかを10％きざみとした。

職業従事者は居住地による統計である。

〔資料〕

1．総理府統計局，昭和45年国勢調査報告

2．雇用者の比率

1970年10月1日現在のわが国の就業者5259万人を従業上の地位から

分類すると雇用者は3376万人（64.2％）、そのほか自営業主は1025万人

（19.5％）家族従業者は858万人（16.3％）である。

1965～1970年の間に雇用者は453万人増加した。雇用者は男子就業者の

71.3％、女子就業者の53.2％である。

産業別の雇用者の比率は、第2次産業で82.5％、第3次産業で75.5％、

第1次産業で4.9％をしめる。

〔凡例と作図の要点〕

国勢調査では就業者を、各人の従業上の立場により、雇用者、自営業主、

家族従業者に3分類している。本図はそのうちの雇用者についてその全就

業者に対する比率を段階区分して表わしたものである。

この場合の雇用者とは、会社員、工員、公務員、団体職員、個人商店の

使用人など、会社、団体、個人や官公庁に雇用されている人、および会社

社長、取締役、監査役、団体の理事、監事、公社や公団の総裁・理事・監

事などの役員も含まれる。雇用者は居住地による統計である。

〔資料〕

3．30歳未満の全就業者に対する女子の比率．

30歳以上の全就業者に対する女子の比率

わが国の就業者のうち女子のしめる割合は、1970年10月1日現在

39.2％である。この割合は1920年に37.6％、1930年に35.6％、1940年に

39.0％、1950年に38.6％、1960年に39.1％であった。

15歳以上の女子のうち就業者のしめる割合は、1920年に53.3％、1930年

に49.0％、1940年に52.5％、1950年に48.0％、1960年に50.9％、1970年に

50.9％であった。

15歳以上の人口にしめる就業者の割合を、年齢5歳階級別にみると男子

は、25歳～59歳の各年齢階級で90％以上をしめるのにたいして、女子は、

20～24歳で69.2％ともっとも多く、25～29歳で44.3％と低下し、年齢の増

加とともに上昇して45～49歳で64.3％に達し、25～29歳を谷として、2つ

の山をもつM字型を示す。

女子就業者のしめる割合を産業別にみると、農業55.7％、製造業35.4％、

サービス業50％となっている。しかし、女子就業者数は、農業、製造業、

卸売業・小売業、サービス業の順に多く、この4者の合計は女子就業者総

数の90％にあたる。

女子就業者の割合が農業で高いため、30歳末満、30歳以上とも女子の比

率は農山村地域で高く、都市部では低い。

〔凡例と作図の要点〕

15歳以上女子人口にたいする女子就業者の比率は、年齢5歳階級でみる

と、20～24歳と45～49歳で2つの山をつくるので、全就業者にたいする女

子の比率は、30歳末満と30歳以上の2図に分けて表示した。

〔資料〕

職業別就業者数 (1970)

産業別の雇用者・自営業主・家族従業者の割合(1970)

雇用者 自営業主 家族従業者

(国勢調査報告から作成)

年齢別就業者率（1970) 年齢別雇用者の比率(1970)

産業別女子就業者の割合（1970）

女子就業者数 2050万人
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1．総理府統計局，昭和45年国勢調査報告

1．総理府統計局，昭和45年国勢調査報告

(国勢調査報告から作成)

(国勢調査報告から作成) (国勢調査報告から作成)

(国勢調査報告から作成)



30.1

(1970)
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10％未満

10％以上 15％未満

15％以上 20％未満

20％以上 25％未満

25％以上 30％未満

30％以上 40％未満

40％以上

事務・技術・管理関係職業従事者率

事務・技術・管理関係職業従事者率

都 府 県 界

市町村界および東京都の区界

政 令 指 定 都 市 の 区 界

1970.10.1現在

1:4,000,000



30.2

(1970)

1:4,000,000
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25％未満

25％以上 35％未満

35％以上 45％未満

45％以上 55％未満

55％以上 65％未満

65％以上 75％未満

75％以上

1970.10.1現在

全国平均 61.1％

雇用者の比率

雇用者の比率

全就業者に対する雇用者の割合

都 府 県 界

市町村界および東京都の区界

政令指定都市の区界



30.3
(1970)

1:5,000,000

(1970)
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30％未満

30％以上 35％未満

35％以上 40％未満

40％以上 45％未満

45％以上 50％未満

50％以上

1970.10.1現在

30％未満

30％以上 35％未満

35％以上 40％未満

40％以上 45％未満

45％以上 50％未満

50％以上

1:5,000,000

1970.10.1現在

30歳未満の全就業者に対する女子の比率.30歳以上の全就業者に対する女子の比率

30歳未満の全就業者に対する女子の比率

都 府 県 界

市町村界および東京都の区界

30歳以上の全就業者に対する女子の比率

都 府 県 界

市町村界および東京都の区界
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